別表（第３条関係）
	事業の種類
	補助対象者
	補助額
	補助対象経費
	補助対象期間
	支給条件

	研修生
支援事業
	　下記１～４の条件をすべて満たした者で、市長が認めた者（ただし、過去に研修生支援事業を受けた者は除く。）
１．研修終了後１年以内に、自営等による特用林産業の経営を開始又は特用林産業の生産組合等（以下「生産組合等」という。）との常勤雇用契約の締結により特用林産業に就業する新規就業希望者であって、研修開始時点において特用林産業に従事していない者

２．義務教育を修了し、補助開始年度の４月１日現在１５歳以上６５歳未満の者
３．市内に住所を有する者（補助事業実施期間中は市内に住所を有する者）
４．研修先となる受入生産者等が研修生の１親等又は２親等以外のものである者
５．県税及び県に対する税外未収金債務の滞納がない者
	　予算の範囲内において、研修生１人あたり月額１５万円以内
	　特用林産業の研修に要する図書教材費、研修視察費、地域特用林業関係者等との交流会費、研修資材費（原木代は除く。）、保険料及び研修中の生活費のうち、市長が適当と認めるもの
	　補助金の交付決定後の研修開始日（原則研修の開始は月初めとする。）より、２年以内で市長が定めた期間。ただし、補助金交付申請は年度毎に行い、補助決定を受けるものとする。
	　１月における研修日数は、原則として２０日以上とする。ただし、月途中の研修開始又は天候、事故等のやむを得ない理由が生じた場合は、この限りでない。
　加工、販売等の研修も対象とするが特用林産業の生産に関する研修が過半となること。
　支給は、実施された事業の経過した月数により算定し、研修生からの請求に応じ支給する。

	受入生産者等支援事業
	　下記１、２に定める者のうち、市長が認めた者
１．特用林産業の経験が５年以上の生産者等
２．研修施設等を持つ特用林産業の生産組合等
３．研修生の１親等又は２親等（受入先が生産組合等の場合は、
生産組合等の代表者の１親等又は２親等）に該当しない者
４．県税及び県に対する税外未収金債務の滞納がない者
研修生の受入人数は、原則１人とする。ただし、研修施設を持つ特用林産業の生産組合等で受入れを行う場合又はやむを得ない理由があると市長が認める場合は、この限りでない。


	　予算の範囲内において、研修生１名につき月額５万円以内
	　研修生を受入れることに対する補助（謝礼的なものとし、特に費目等限定なし）
	　補助対象となった研修生を受入れた補助対象期間（月単位）
	研修生を受入れた後、経過した月数により算定し、受入生産者等からの請求に応じ支給


